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災害に対応した医療体制
ＡＭＯＡの救援医療活動
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ＡＭＤＡ医療ﾎﾞﾗﾝﾃｨ
ｱの動き

　地震発生の１月17日の午前中,私

は外来診療をしていたが，全国の

ＡＭＤＡの会員から電話連絡が続い

た.「緊急救援のための医療チームを

出したのか.」「医療チームを出すの

か．出すのならぜひ参加したい.」

等々．診療が終わったのが12時半

頃．午後１時に医療チーム派遣を熟

考することなしに決断した．副院長

の津曲兼司医師と看護介護部長の和

気一栄氏に，これから地震の被災地

である神戸への医療チームを派遣す

るので参加してほしいと伝えた．両

名とも即座に「行きましょう」と気

持ちよく了解してくれた．両名とも

ルワンダ難民救援活動でザイールの

ゴマ，あるいはブカブでの難民キャ

ンプ活動経験者であった．これで第

一次医療チームの骨格ができた．

　第一次派遣医療チームは備前市の

下野外科内科院長を団長とする６名

で，午後４時に神戸に向けて２台の

四輪駆動車で出発した．その目の午

後11時には神戸市長田区役所５階

保健所に到着して現地事務局を設

置．早速巡回診療活動を開始した．

　１月18日午前中には，京阪神の

ＡＭＤＡの会員３名が長田区役所内

現地事務所に駆けつけて教授活動に

　842（30）

参加した.午後11時には岡山本部か

ら医師３名,看護婦１名,医学生５名

から構成される医療チームが出発.

19日午前３時長田区役所に到着.活

動に合流．

　１月18日午前からＡＭＤＡ本部

として派遣医師と看護婦を確保する

ために９名の事務局員総出で積極的

に会員に電話連絡をかけまくった．

一方，日常活動において知り合いの

報道機関には救援活動の速報をつぎ

つぎとファクスで送り続けた．

　１月19日年後２時.倉敷成人病セ

ンターの医師３名，看護婦２名を含

む計６名の医療チームが，午後４時

頃ＡＭＤＡ現地事務所へ向けて出発

した．現地では会員以外のボランテ

ィアがＡＭＤＡの活動に徐々に参加

しはじめていた．

　１月20日頃になると，報道機関に

よる神戸市長田区におけるＡＭＤＡ

の救援医療活動の報道効果が著明に

なってきた．本部事務局に全国から

問い合わせの電話がかかりだした．

北海道から沖縄から医師や看護婦な

どの参加希望であった．岡山空港に

来てもらい，本部事務局から長田区

役所内現地事務所へ毎日シャトルバ

スで送った．同時に長田区の現場に

は直接参加した医療ボランティアも

多数いた．１月28日（土）と１月29

日（日）には,参加予定者数は120～
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130入と最大の規模となった．とこ

ろが１月27日の保健所の調査では，

長田区内病院と診療所の外来再開が

50％以上との結果が出た．これは

ＡＭＤＡの救援活動終了目標の数字

であった．１月27目より本部事務局

では登録していたボランティアに受

け入れ中止の連絡を入れ続けた．し

かし，ボランティアの中にはすでに

有給休暇を取得したり航空券を手配

済みの方も多くいて，一挙にはその

救の調整は不可能であったが，漸減

させて２月４日には医療業務を終了

させ，２月16日には１か月に及ぶ全

活動から撤収した．

●
●
●

緊急救援活動三原則であ

る活動拠点，通信そして

輸送の確保

　緊急救援活動の三原則は活動拠点

の確保，通信の確保そして輸送の確

保である．この三原則は海外におけ

る緊急救援医療活動の展開の中で方

法論として確立されたものである．

活動拠点の確保は情報を収集して決

めるのでなく，まず現場に入って情

報を収集するところから始まる．外

部から情報収集していたのでは数日

は簡単に過ぎてしまう．緊急救援に

必要な情報自体も日々刻々と描の目

のように変わっている．保健医療情

報の拠点である長田区役所保健所内
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に現地事務所を設置できたことの意

義は大きかった．

　現場と本部が情報を交信する通信

手段なくしては効果的な支援活動は

不可能である．今回は電話回線の不

通あるいは混雑があったが，アマチ

ュア無線連盟の御協力をいただき支

障なく活動を継続できたことを喜び

たい．

　輸送の確保が可能になったおかげ

で多くのボランティアの方々に長田

区内で医療活動に関わってもらうこ

とができた．岡山県航空協会による

空路による医薬品の緊急輸送，岡山

青年会議所による海路による大量輸

送なくして初期の医療活動は語れな

い．その後の岡山本部事務局と長田

区役所現地事務所聞の緊急救援物資

輸送トラックと，シャトルバスの毎

日の連行なくしても支援活動の継続

性はありえなかった．

　結論として言えることは，活動拠

点は保健所などの情報の中枢として

の公共機関が望ましい．情報の共有

と官民の役割分担が随時可能であ

り，現場における救援医療活動が迅

速にしてかつ効果的に展開できるか

らである．通信に関しては郵政省の

無線周波数に対する規制援和や，移

動体通信の便宜供与が必要である．

輸送に関しては速やかに現場に駆け

つけるためには消防局との連携，そ

して重傷患者の後方輸送のためには

ヘリコプター使用に関する運輸省の

規制緩和が必要である．平時におけ

る調整が必須である．
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災害発生72時間以内の

緊急救援医療活動

　被災発生後１週間以内は民間活動

優位期間である．特に最初の３日間

は絶対的優位である．その後の４日

間は相対的優位といえる．公平さよ

りスピードが活動基準である．絶対

優位期間は医療ボランティアによる

被災現場での応急的処置が最も有効

である．ボランティアの数が多けれ

ば多いほど望ましい．へたに指揮系

統を確立するために労力を使った

り，ボランティアの自主的活動を束

縛すべきではない．行政はボランテ

ィア活動支援対策として活動拠点，

通信そして輸送確保のために必要な

規制緩和を実施するときである．加

えて外傷，呼吸器感染症，ストレス

性疾患に必要な機器と医薬品補給を

すべきである．その一方で行政はシ

ステム的アプローチのための情報収

集と分析を要する時期である．相対

的優位期間は行政が動ける状態にな

った時であるが，まだボランティア

による活動が必要である．行政はボ

ランティアと協調体制を取りながら

行政主導体制へと移行させる時期で

ある．結論的にいえることは，最初

の72時間は組織的対応は不可能で

ある．したがって，個人ボランティ

アの集合的対応になる．可能な人か

らさみだれ式に現場に駆けつけるこ

とになる．組織的対応の限界とさみ

だれ参加方式の併用を考えておく必

要がある．
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災害発生後1週間目の慢

性疾患対応体制

　被災後１週間以後は行政の相対的

優位期間である．行政がシステムと

して作動し，しっかりした対応が可

能になっている時期でもある．疾患

は慢性疾患が多くなり，次にストレ

ス性疾患と呼吸器感染症疾患の順と

なる．この時期に必要なのは慢性疾

患対応シフトの確立である．慢性疾

患患者の服用している薬は１週間の

間隔で血中濃度がＯに近くなり効果

がなくなる．薬で命を支えている慢

性疾患患者では生命に危険が及ぶ．

ところが慢性疾患用の医薬品は価格

が高いので，ボランティアで提供す

る場合には資金的に限度がある．行

政が保険制度と関連した形で慢性疾

患の治療が可能となる体制を構築す
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る必要がある．行政は被災発生後か

ら１週間かけてこの慢性疾患対応シ

フト確立に直接的に邁進すべきであ

る．このシフト確立は行政のみにで

きることであり，失敗すると第三次

災害としての死者を出すことにな

る．民間優位期間の急性疾患はボラ

ンティアに任せて，いたずらにエネ

ルギーを分散しないほうがよい．結

論的にいえることは，災害発生後１

週間は組織的対応が可能な時期であ

る．プライマリケアの現場では慢性

疾患対応体制が確立されなければい

けない．
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被災後2週間目の地元医

療機関優先ｼﾌﾄ

　被災後２週間以後は行政の絶対的

優位期間である．この期間に必要な

のは地元医療機関優先シフトの確立

である．慢性疾患の治療が主体であ

る．慢性疾患は治療の一貧匪が要求

される．被災前に治療を受けていた

｢かかりつけ医｣にできるだけ速やか

に返すことが重要になる．ボランテ

ィアによる無料診察がその妨げにな

っては本末転倒である．地元医療機

関主導下でのボランティア活動のみ

意味がある時期である．

　以上のように「キーワード」は医

療ボランティアの活用，慢性疾患患

者への対応，地元医療機関の復活で

ある．同時に行政の時系列対応の明

確化が徹底的に重要になってくる．

　最後にＡＭＤＡとしては海外の緊

急救援医療活動の経験が阪神大震災

の救援医療活動に役に立ち，さらに

阪神大震災の経験でサハリン大震災

の救援活動に貢献できたことを感謝

したい．　　　　　　　　　　　　　■

ＡＭＤＡ代表，菅波内科医院院長:�701-12

岡山県岡山市楢津310-1

（31）843


	page1
	page2

